
熊本県あさぎり町

地域防災計画別紙綴り

あさぎり町防災会議
令和８年度修正
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あさぎり町地域防災計画
【総務課】

（目 的） 国及び県と連携するとともに、自助・共助・公助を効果的に組み合わせた防災行政を計画的に推進し、
災害の未然防止を図るとともに、発生時の対応要領を準備し、町民等の身体及び財産を災害から守る。

（位置づけ） 国の「防災基本計画」及び県の「熊本県地域防災計画」に基づき、あさぎり町の地域や防災上の特
性に合わせて作成した計画

受援マニュアル
【総務課】

（目的）
◇ 応援職員の受入れと
本町職員との連携

◇ 災害対策､応急復旧・
復興業務等を円滑化

避難所運営マニュアル
【高齢福祉課】

（目的）
◇ 町の指定避難等の開
設・運営要領を明示

◇ 指定避難所運営規約
等の準拠を示す

地区防災計画
【各自主防災組織】

（目的）
◇ 町（地域）防災計画
に基づく、行政区（地
区）ごとの避難要領等

◇ 自助・共助と公助の
連携を強化

個別避難計画
【生活福祉課】

（目的）
避難行動要支援者の

円滑かつ迅速な避難

指定避難所運営規約
【自主防災組織】

（目的）
安心して避難生活が

できるように避難所の運
営要領の規定

下支え
下支え

共 助

※整合

下支え公 助

凡 例

【○○○】 計画作成主担当組織

あさぎり町地域防災計画の全体像 別紙第１

※整合
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事業継続計画（ＢＣＰ）
【総務課】

（目的）
◇ 非常時優先業務を特
定し必要資源を確保

◇ 災害時でも業務を遂
行できるように準備

※整合



自助・共助・公助
付紙
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自助
ー自分自身ー

自らの命は
自分で守る

共助
家族・ご近所・隣保班

友人・職場・親族など
お互いに助け合う

自 助
ー 自分自身や家族ー

マイ・タイムライン

ファミリー・タイムラインなど

共 助
ー 親族、ご近所・隣保班

友人・職場の同僚などー

行政区等（地区）防災計画

公 助
  ー国・県・町、消防、

警察・自衛隊、医療機関などー
熊本県地域防災計画 等

あさぎり町地域防災計画



地域防災計画のＰＤＣＡサイクル 別紙第２
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Ｐｌａｎ
(計画)

Ｄｏ
(実行)

Ｃｈｅｃｋ
(評価)

Ａｃｔｉｏｎ
(改善)

〇 災害対策検討会（役場）
〇 危機管理懇談会（各機関）
〇 自主防災組織連絡会議

〇 災害対策検討会（役場）
〇 危機管理懇談会（各機関）
〇 自主防災組織連絡会議
〇 町防災会議
〇 各地区防災計画作成の
勉強会

〇 実災害等対応
◍ 平素の準備から災害対策
本部運営に至る活動
◍ 行方不明捜索

〇 防災訓練
◍ 県との豪雨対応訓練
◍ 町民避難訓練
◍ 防災フェスティバル

〇 振返り、ＡＡＲ
◍ 訓練等の直後
◍ 災害対策検討会（役場）
◍ 危機管理懇談会（各機関）
◍ 自主防災組織連絡会議



令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4

会
議
等
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災

地
域
防
災
計
画

災
害
対
応
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練
等

各
種
マ
ニ
ュ
ア
ル

国
民
保
護

国
民
保
護
計
画

教
育
訓
練

中期の目標 〇自主防災組織の育成 〇消防団の強化 〇職員の災害対処能力の向上

中期危機管理業務予定表

〇自主防災組織連絡会議
〇災害対策検討会
〇危機管理懇談会

防
災
会
議

防
災
会
議

国内外の安全保障環境の変化に基づき必要に応じて職員勉強会及び図上訓練等を実施

別紙第３
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避
難
等
訓
練
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直
し

見
直
し

見
直
し
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直
し

想定見直し、計画の修正
国
民
保
護

協
議
会

国内外情勢の変化、実対応等に応じ想定及び計画の見直し

国
民
保
護

協
議
会

国
民
保
護

協
議
会

国
民
保
護
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し
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会
議

防
災
会
議

防
災
会
議

見
直
し

見
直
し

見
直
し

地震・水害被害見積の修正

〇自主防災組織連絡会議
〇災害対策検討会
〇危機管理懇談会

〇自主防災組織連絡会議
〇災害対策検討会
〇危機管理懇談会

〇自主防災組織連絡会議
〇災害対策検討会
〇危機管理懇談会

〇自主防災組織連絡会議
〇災害対策検討会
〇危機管理懇談会
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等
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国
民
保
護

訓
練

協
議
委
員

の
選
定
・

依
頼



４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

全

般

防

災

地
域
防
災
計
画
等

教
育
訓
練
等

国
民
保
護

目標： 〇自主防災組織の育成 〇消防団の強化 〇職員の災害対処能力の向上

豪雨・台風警戒期

あ
さ
ぎ
り
町
防
災
会
議

熊
本
県
豪
雨
対
応
訓
練

消防団入退団式

町防災週間 （出発式）

消防団年末特別警戒

消防団出初式

職
員
防
災
研
修
（
県
訓
練
事
前
）

定例区長会
（偶数月第3火曜日基準）

定例区長会

防
災
計
画
概
要
説
明
（
区
長
会
）

定例区長会 定例区長会 定例区長会 定例区長会

第
一
回
町
民
避
難
訓
練

町への脅威の考察 想定作成、避難要領の検討 国民保護計画の修正
協議会委員の依頼

第２回自主防災組織
連絡会議

Ｒ8年度の分析 第
2
回
災
害
対
策
検
討
会

R９年度修正 第
３
回
災
害
対
策
検
討
会

令和9年度
国民保護協議会
（計画の承認）

県防災情報共有システム
新物資システム
導入・操作訓練
（1回/2か月、約１．５時間基準）

R8計画運用期間（教訓等改善事項の収集）

非常通信系及び必要機材の検証 必要経費算定 予算要望

防
災
フ
ェ
ス
準
備
会
同

防
災
フ
ェ
ス
準
備
会
同

防
災
フ
ェ
ス
説
明
（
区
長
会
）

防
災
フ
ェ
ス
タ

県防災情報共有システム
新物資システム 操作訓練（別示）

職
員
防
災
研
修

（
新
着
任
）

危
機
管
理
懇
談
会

第
1
回
災
害
対
策
検
討
会

(Ｒ８
見直し)

熊本地震から１０年 防災の日

水防月間

町
内
危
険
箇
所
点
検

危
機
管
理
懇
談
会

自
主
防
災
組
織
連
絡
会
議

自
主
防
災
組
織
連
絡
会
議

チ
ラ
シ
配
布

避
難
訓
練
説
明
（
区
長
会
）

6月定例議会 ９月定例議会 １２月定例議会 ３月定例議会

第２回自主防
連絡会議

第４回自主防
連絡会議

訓
練
結
果

聞
き
取
り

訓
練
結
果

聞
き
取
り

第
二
回
町
民
避
難
訓
練

L-アラート
合同訓練

自
主
防
災
組
織
連
絡
会
議

自
主
防
連
絡
会
（
Ｒ
7
度
）

自
主
防
災
組
織
連
絡
会
議

令和８年度危機管理業務予定表
別紙第４－１



目 的
役場各組織の知識と経験等を活用して、町の防災計画を更新する。
また、検討会の結果について、周知が必要な事項は関係機関や自主防災組

織等との会同時に発信して意見を聴収し、計画に反映させる。

時期・場所

第１回： ４月１４日（火）、第二庁舎２階会議室

第２回： 令和９年１月中旬、別示

第３回： 令和９年３月中旬、別示

(第４回（兼令和９年度第１回）： 令和９年４月、別示）

参加範囲 各課長補佐等（地域防災計画作成担当者）

実施項目

第１回： 令和８年度見直し内容の最終確認、認識の共有

第２回： 令和８年度の災害対応及び町防災訓練等における教訓等の共有
 （付属計画・マニュアルを含む。）

第３回： 地域防災計画本文・別紙の修正（対比表作成・提出）
 （付属計画・マニュアルを含む。）

第４回： 令和９年度の見直しの最終確認、認識の共有

災害対策検討会（課長補佐級）
別紙第４－２
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目 的
各防災関係機関へ、町防災計画の周知や得た教訓に基づく次年度計画へ

の反映などについて意見を交換するとともに、不測事態等発生時における円滑
な情報の共有及び調整に資するため、「顔の見える関係」の構築を図る。

時期・場所
第1回： ４月１６日（木）１３：３０～１５：００、第二庁舎２階 会議室
第2回：１２月初旬、第二庁舎２階 会議室

参加者

○ 町役場 ：総務課長・危機管理監・防災主任・消防主任
○ 消防団 ：団長・副団長
○ 多良木警察署 ：
○ 上球磨消防署 ：
○ 西方特科連隊第３大隊：
○ 市房ダム管理所 ：
〇 八代河川国道事務所 ：
〇 熊本地方気象台 ：
〇 人吉保健所 ：
○ 人吉医療センター ：災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）
〇 公立多良木病院 ：

実施項目

① 総務課長挨拶
② 参加者自己紹介（初めて危機管理懇談会に参加される方）
③ 各種事態対応等の教訓について
④ 第1回：令和８年度あさぎり町地域防災計画（案）の概要

第２回：町地域防災計画令和９年度見直しの方向性について
⑤ 各関係機関からの情報提供及び意見交換

危機管理懇談会
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別紙第４－３



目 的
町と自主防災組織及び各自主防災組織相互が、共助の理念について理解を深めると

ともに、連携を強化し自主防災体制の充実と災害対応能力の向上を図る。

時期・場所

第１回： 令和8年４月２２日（水）、第二庁舎２階会議室
第２回： 令和８年６月中旬、第二庁舎２階会議室
第３回： 令和８年１２月上旬、第二庁舎２階会議室
第４回： 令和９年３月、第二庁舎２階会議室

参加範囲
〇 各自主防災組織の代表者、
〇 あさぎり町役場

総務課長、危機管理監、防災主任・副主任、福祉３課の代表者※第２回、第3回

会議の主要
項目

第１回
〇 町防災計画令和８年度見直しの概要について
〇 第1回町民避難訓練の実施要領について
〇 令和8年度自主防災連絡会議役員の選出、周知について
第２回
〇 第1回町民避難訓練の成果及び意見聴収
〇 令和8年避難行動要支援者名簿の配布・説明
〇 第2回町民避難訓練、防災フェスティバルについて
第３回
〇 令和8年度出水期の災害対応、町民避難訓練の教訓等について
〇 地区防災計画及び避難所運営の在り方等について
第４回
〇 地域防災計画令和９年度の見直しの概要について

自主防災連絡会議
別紙第４－４



目 的

今年の出水期に備え、豪雨災害発生時における対応、特に、情報共有と避難情報
発令の判断について手順を確認するとともに、県及び関係機関との連携について訓
練し、初動対応能力の向上を図る。

また、職員を、県と他市町村との訓練時に県災害対策本部の活動を研修させて、県
との連携について理解促進を図る。

時期、場所 ５月１９日（火）１３：００～１６：００、第２庁舎災害対策室＋議場

参加範囲

〇 役場職員
 町の防災について指揮判断できる役職、災害対策要員を含む職員

（本部長及び副本部長、災害対策本部総括調整課要員 ※別紙第１４及び別紙第
19を参照）
〇 各関係機関

消防団（団長・副団長・指揮隊長）、多良木警察署、上球磨消防組合、陸自西特連
３大隊、市房ダム管理所、八代河川国道事務所
〇 一般町民に、コントローラーとしての参加を要請し、町災害対策本部の活動につい
て参観いただく。（初年度は自主防災組織役員等に依頼予定）

主要訓練
項目

〇 情報の処理手順
〇 適時の報告と状況判断
〇 各関係機関との情報共有及び応急対応に要請の手順確認
〇 県災害情報共有システム、県LO、電話等の各ツールを活用した、県との報告・情報
共有、要請要領

訓練の
概要

細部、別途調整

令和８年度、県との豪雨対応訓練
別紙第４－５
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目 的

豪雨、大規模地震における避難放送等を実施し、自主防災組織及び住民に
よる防災訓練の自主的な実施を動機付ける。

また、第2回訓練においては、孤立化地域における防災消防ヘリコプターと
の共同救助要領を訓練する。

時期、場所

１ 時期
（１） 第１回（豪雨）： ５月１６日（土）０９：００～
（２） 第２回（地震）： １１月7日（土曜日基準）を予定
２ 場所

 各行政区計画

対象者 全町民

実施要領

１ 防災マップによる浸水・洪水、土砂災害ハザードの周知
（令和８年度版配布）

２ 各種災害事態を想定した避難経路の安全確認
３ 訓練予定の立案（各行政区ごと）
４ 事前の町民への周知
５ 約２日前から予告放送を実施
６ 『避難指示』等を連絡。各自の計画により避難等訓練実施
７ 別日、自主防災連絡会議を実施し、訓練成果等を確認
※ ２・５項について、各行政区の要望により、防災アドバイザー（危機管理監

含む）を派遣し助言等を実施可

令和８年度町民避難訓練
別紙第４－６
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目 的
あさぎり町地域防災計画（令和８年度修正）について、各委員及び専門委

員からの承認を頂くとともに、各防災機関等との更なる連携の強化を図る。

時期、場所 ５月２６日（火）１３：３０～１５：３０、ポッポー館

会

議

次

第

① 開 会

② 会長挨拶【あさぎり町長】

③ 今年の梅雨の見通し及び新たな防災気象情報等【熊本県地方気象台】

④ あさぎり町地域防災計画（令和８年度修正）【危機管理監】

⑤ 災害危険箇所の現地調査報告【消防団長】

⑥ 各関係機関からの防災に係る情報提供等

多良木警察署、上球磨消防組合、自衛隊、市房ダム管理所、

八代河川国道事務所及び人吉保健所等

⑦ 質疑応答

⑧ 閉 会

令和８年度あさぎり町防災会議
別紙第４－７
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目 的

町防災士会と共催して防災・減災、国民保護等に関する展示やワークショップ、
体験学習等の各種の啓発を実施し、町民の防災意識の高揚を図る。 この際、商工
観光課の協力を得てあさぎりマルシェの時期に合わせ、隣接した地域で実施し、少
しでも多くの参加を得る。

時期・場所 １１月 ８日（日） １０：００～１４：００、 ポッポー館及びその周辺

参加範囲
（要調整）

〇 実施主体
あさぎり町役場及びあさぎり町防災士会

〇 協力機関
多良木警察署、上球磨消防組合・町消防団、陸自西方特科連隊第３大隊、八

代河川国道事務所、市房ダム、ＳＥＡＣＨ DOG人吉、人吉球磨アマチュア無線災害
ネットワーク、あさぎりフレッシュフーズ 、トヨタ・ホンダ自動車

実施予定
項目

（要調整）

〇 開会
◦ 町長挨拶
◦ 防災表彰（地区防災に貢献した区の代表者： 上永里区地、斉堂地区）

〇 ワークショップ
◦ 個人タイムラインの作成（町役場） ◦ ダムの機能（市房ダム）
◦ 傷病者等への応急処置（上球磨消防組合）

〇 防災体験
◦ 初期消火（町消防団） ◦ 水害流水体験（八代河川国道事務所）
◦ 災害のＶＲ体験（町役場）※県から機材借り受け

〇 装備展示
◦ 警察装備 ◦ 消防装備 ◦ 自衛隊装備  
◦ 国交省装備 ◦ 厚労省装備 ◦ アマチュア無線装備

町防災フェスタ
別紙第４－８
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人吉盆地南縁断層による震度及び被害の想定
別紙第５

凡例
：～震度７
：～震度６強
：～震度６弱
：～震度５強
：～震度５弱

須恵

上北

上西
上南

深田西

上東
岡原南

岡原北

皆越

深田北

被害想定(熊本県全体)

想定最大震度 震度７（Ｍ７．１）

人的
被害

死者 約300人

重傷者 約750人

負傷者 約2,900人

物的
被害

全壊建物 約5,400棟

半壊建物 約11,400棟

橋梁倒壊等 約40橋

断水人口 約50,400人

停電 約7,700世帯

ガス供給停止 約200世帯 免田東

免田西

R219

町における避難者等予想数及び収容可能数

地 区 上 免 田 岡 原 須 恵 深 田

避難世帯 ６５６ ５８９ ３０７ ２４０ ２２０

避難者数
1,6１２ 1,4７３ ８１０ ６２４ ５７１

計 5,090

指定避難所
収容可能数

５７９ ４３５ ３０４ １４０ ４８８

計 1,946

緊急避難場所
収容可能数

５３８

収容できない
人の総計

2,606

想定最大震度7
多良木町瀬井地区

町内人口密集地の大部分は震度６強が想定
（南海トラフ地震による想定最大震度は６弱）

【国立研究開発法人 防災科学技術研究所HP ｢地震ハザードステーション J-SHIS」、熊本県地域防災計画から引用作成】



令和２年７月豪雨の浸水地域・避難者数

球磨川

百太郎溝

幸野溝

避難者数（７月４日：ピーク時）
上総合
体育館

免田地区
体育館

もみじ館
須恵文化

ホール
高山総合
体育館

皆越分校

７世帯
１７名

２７世帯
４２名

９世帯
２１名

１４世帯
２９名

３４世帯
１０１名

５世帯
８名

合計 ９６世帯 ２１８名

凡例 ： 球磨川による浸水地域

： 百太郎・幸野溝による浸水地域

降雨量
●上観測所
２４時間総雨量 ４６３ｍｍ

●多良木
１２時間総雨量 ４０８ｍｍ
２４時間 〃  ４８３ｍｍ
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令和２年７月豪雨による被害の概要
別紙６－２

岡原 林道 黒原線 宮原川洗堀による崩落

須恵 町道小学校線 土砂崩れ

16

上 免田川 堤防決壊

深田 植の里地区 木内溝越水、田頭川氾濫

免田 吉井二子線 冠水



最大避難者数(防災マップ想定）及び指定避難所収容数

地 区 上 免 田 岡 原 須 恵 深 田

浸 水
世 帯 ２５ １７ ４７ ２１ １４０

避難者数 ６９ ４６ １１０ ６２ ３５４

土砂災害
世 帯 １０２ ９ ６ ６９ ６７

避難者数 ２２２ ３５ １２ ２１１ １７１

合 計

世帯 １２７ ２６ ５３ ９０ ２０７

避難者数
２９１

（５７９）
８１

（４３５）
１２２

（３０４）
２７３

（１４０）
５２５

（４８８）

避難者数合計１２９２名（指定避難所収容可能人員数１９４６名）

水害・土砂災害被害見積（最大想定規模）
別紙第７

浸水想定区域の表示について
この図は、球磨川水系１３河川の洪水予報区間及び水位

周知区間について、水防法の規定に指定された想定し得る
最大規模の降雨による浸水想定区域、浸水した場合に想定
される水深を示した図です。この図は、指定時点の球磨川水
系最大１３河川の河道及び洪水調整施設の整備状況を勘

案して、想定し得る最大規模の降雨に伴う洪水により球磨
川水系１３河川が氾濫した場合の浸水の状況をシミュレー
ションにより予測したものです。
なお、シミュレーションの実施にあたっては、支流の決壊によ

る氾濫、シミュレーションの前提となる降雨を超える規模の

降雨による氾濫及び内水による氾濫を考慮していませんの
で、この図に指定されていない区域においても浸水が発生
する場合や、想定される水深が実際の浸水深と異なる場合
もあります。

●指定の前提となる降雨量
球磨川上流域の12時間総雨量 ５０２ｍｍ
横石上流域の12時間総雨量 ４０４ｍｍ
各河川流域全体に９時間の総雨量７５２ｍｍ
各河川流域全体に６時間の総雨量５１３ｍｍ

【参考】令和２年７月豪雨時の２４時間総雨量４６３．５ｍｍ
（令和２年７月３日～４日、上観測所）
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情報収集・共有体制

被害情報

消 防 団

自主防災組織

役場職員

町 民

小中高校

保育園等

情報共有

被害情報
休園・休校情報

別紙第８

町指定避難所等

18

警察･消防･自衛隊

防災情報
熊本県

熊本気象台等

国交省
（八代河川国道事務所）

― 派遣後 －

その他各機関

副本部長

本 部 長
副本部長

届出/地区避難所

協定福祉避難所

在宅(避難)者

車中泊避難者

報告 方針

避難者情報
安否不明者情報

支援機関等
消
防
団

広
域
消
防

警
察

自
衛
隊

医
療
機
関

防
災
協
力
会

対策部
総
務
課

企
画
政
策
課

財
政
課

税
務
課

町
民
課

生
活
福
祉
課

高
齢
福
祉
課

健
康
推
進
課

農
林
振
興
課

商
工
観
光
課

建
設
課

上
下
水
道
課

教
育
課

農
業
委
員
会

避
難
所
班

本部室
（統括調整）総

務
班･

情
報
班

応急対策班

災害対策本部

実行要請 実行指示
結果連絡 結果連絡

救命救助、応急復旧、復興等

被災者支援等

議
会
事
務
局

会
計
課

報告等

通報

提供

提供

提供

通報
共有



情報処理等マニュアル 別紙第９－１

１ 本マニュアルの目的

他人やメディアからもたらされる情報の受け取り方は、人により様々で、その人の経験や感性、価値観など
により全く異なることがあります。このような相違は最近では多様性と表現され、人それぞれの個性として尊
重されるようになりました。その一方、災害時においてそのような相違があっては、住民や町役場、支援機関
などが一丸となって対策などに取り組むことが困難となります。

本マニュアルは、災害から町民を守る司令塔となる町職員が、災害の混乱においても、何をどう判断し、ど
う伝えるかを標準化し、若いては迅速円滑な応急対策につなげることを目的に、手順や考え方を記述しました。
災害時には是非参考にしていただき、もし、改善するところがあれば、危機管理監への意見をお願いします。

２ 災害対策室を準備する。

（１）情報ツールを稼働させる。

ア ＰＣ①：「県災害情報共有システム」※大型プロジェクター（中）に投影

イ ＰＣ②：「気象庁HP（キキクル）」、「川の防災情報」※大型プロジェクター（左）に投影

ウ 電話： 業務時間外であれば転送処置を解除、｢災害通報記録用紙」を備付

エ 大型プロジェクター（中央）気象庁キキクル、気象解説（状況により国交省「川の防災情報」）を投影

 （右）   ＮＨＫ放送を投影（映像及びL字データ放送の２画面を必須）
（２）地図と表示ツールを準備する

ア 地図：ＵＴＭ座標及び緯度経度が付されているもの（災害対策室に既設）
イ 資材：① 型付箋紙〔サイズ1.5cm×７cm〕4種類（赤・青・黄・橙系色）

 ② 型付箋紙〔サイズ 7cm四方程度〕2種類（赤・黄系色）

 ③ ホワイトボードマーカー４種（赤・黒・青・緑）
 ④ 油性ペン〔ステッドラー社製〕（赤・黒・青・緑色、各４サイズ〈S･F･M･B〉 ）

 ⑤ 硬質オーバーレイ

【付紙１ 警戒体制等に応ずる災害対策室等の内部配置】
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別紙第９－２

３ 情報等の取扱い
通報等を入手した以降の一般的なフローについて説明します。

① 電話や無線、テレビによる音声は「災害通報記録用紙」に記載、ネットニュースなどの印刷できるものは
印刷し、入手した時系列にクロノロジーへ記載する。
【付紙２「災害通報記録用紙」】

② クロノロジーにはホワイトボードへ手書きで記載するものと県災害情報共有システム上の2つがあります。
クロノロジーには通報だけでなく、防災気象情報の発令や役場の活動、例えば、警戒体制への移行や災害対
策本部の設置、住民への避難指示発令など、主な活動をすべて記録します。

県災害情報共有システムのクロノロジーには｢人命に係わる｣又は｢係わりそうな｣事象について入力します。
入力することにより、ほぼ自動的に県との情報共有できるので速やかに実施しましょう。
（手書きのクロノロジー様式と記載要領の一例）

③ 通報等の概要を地図上（状況図）に展開し、その後の情報処理が速やかにできるように準備する。
【付紙３「状況図記載要領の一例」】

Ｎｏ．
（月日）時間

（管理番号）＊

通報者
（連絡先） 通報内容 対応・処置

（担任部署）

①
（R8．１．23）

２０：１０
（１２３４５６）＊

あさぎり 誠
（090-××-○○○○）

塚の脇住民。家が停電。国道沿いの街頭、信号機も消えています。
九州電力へ対応要請

（連絡先0966-０９８－７６５４）
（商工観光課）

② ２０：２３
（なし）

石坂 大河
（簡易無線２ｃｈ）

２分団１部。県道４３号線の錦町との境付近で土砂が道路へ流れ込み、
一般車両は通れません。今のところ人的被害はありません。

通行規制
（消防団）

③ ２０：２８
（１２３４６７） 気象台（ＮＨＫ） あさぎり、水上、多良木に記録的短時間大雨情報 ｢緊急安全確保｣発令

（総務課）

④

＊： 県防災情報共有システムに入力後、自動的に付与される番号を記入

記  録通報（情報）

クロノロジー災害通報
記録用紙

熊本県災害情報共有システム

情報処理
〇 今必要な内容か
〇 他の通報との関連は
〇 地形等や他の資料との
比較等から、その影響は

結論
｢何が起きているんだ」
「これからどうなるんだ」

地図に展開
（状況図）

20



別紙第９－３
④ 情報の処理

住民さんからの通報やメディア報道には、｢出来事｣のみの内容と、｢情報処理｣された内容があります。
このうち、住民等からの通報の多くは、｢出来事｣のみの断片的な情報であり、他の通報や資料と集約・比

較し、それらからどのような事が起こっているのかを評価する必要があります。

 ㋐ 今必要な内容か？

災害対応では、下の図のように時間の進捗により活動の焦点が変化していきます。

例えば、発災当初の人命救助に集中する時期に、ただ単に｢家の塀が崩れた｣との通報があっても、人命に
係る事象か不明です。通報者への更問や他の関連情報を確認し、人命に係らなけば記録と安全確保までに留
め、他の人命に係わる情報への対応に集中すべきです。これを｢適切性｣の評価といいます。

㋑ 他の通報との関連は？
一見大した情報でなさそうでも、ほかの通報との関連し

て考えると大きな意味を持つ通報があります。
例えば右図のように、Aさんから｢凸地区裏山に住む親戚

と連絡が取れない｣という通報があったとします。それに
先立ち凸地区では、その南の凹地区に住むＢさんから「北
の山の方で大きな音がした」、凸地区のＣさんからは｢裏
山の方で大きな音がして地面が揺れた｣と通報があったと
します。これらと合わせて考えると「凸地区の裏山付近で
土砂災害が発生し、住民が巻き込まれた可能性」がありA
さんの親戚である可能性があること、更に区長さんへの聞
き取りにより、ほかに少なくとも１世帯が被害にあってい
る可能性があると考えられます。速やかに、状況確認や人
命救助に着手しましょう。

被
災
者
の
ニ
ー
ズ

救出救助
安否不明者
捜索

生活再建
復旧支援

本格復旧・復興

物資支援

生存率の激減
（７２時間の壁）

災害派遣等の撤収時間

行方不明者
捜索

避難支援
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別紙第９－４
この際の注意点として、「信頼性と正確性」を評価しなければならない場合があります。
例えば、前頁の事例において、Ａさん以外の通報がＢさんから「北の山の方で大きな音がした」だけだっ

たらどうでしょうか。Ｂさん宅からの｢北の山｣が裏山のみとは限りませんし、Ｂさん宅と裏山の位置関係に

よっては、そもそも「それは裏山からの音なのか」という疑問も出てきます。関連が疑われるならば、Aさ
んとＢさんの通報に関連があるのかを含めて、更に情報収集を行うべきでしょう。

㋒ 他の統計情報等、公刊資料の活用
通報だけに限らず、他の部署が保有している既存の情報などを活用することも有効です。
例えば、㋑項の例の続きとして、地図を見ると土砂災害が疑われる地域に含まれる道はD集落に至る唯一

の経路であり、また、ある資料からD集落には8世帯約３０人が住んでいることがわかりました。
㋓ 結論

㋒までの作業から考察するに、裏山の土砂災害に2世帯が巻き込まれ、また、その崩落等の程度によりD
地区に住む約30人が孤立化している可能性がある、と言えます。これにより応急対策部署は、状況の確認
と速やかな救助のため支援機関等との具体的な調整を始めることとなります。

４ 県及び関係機関との連携
3項までの結果によって、体調不良者の早急な移送など空路での救出が必要な場合など、町のみの対応が困

難な場合は、速やかに県の災害情報共有システムに入力する等、要請を速やかに行いましょう。情報処理を経
て新たな事実が判明したならば（可能性も含む。）、修正しましょう。また、リエゾンが既に到着しているな

らば、地図を囲んでその方々と頭を突き合わせ、認識を共有し支援を要請しましょう。この際、自衛隊の災害
派遣要請には「公共性」「緊急性」「非代替性」の３つを考慮しましょう。

５ 最後に
これらの過程では、急ぐあまりに重要な事柄を取りこぼ

すことが多々あります。本資料では、手順を説明するため

にきれいに物事がすすむ体で記述しましたが、実際の災害
では混乱と錯誤が常態です。そのような状況でも決して焦

らず、落ち着きが保てる範囲で急ぐことに着意しましょう。
適時の正確な情報の提供は、適切な決心を促進して素早い

行動の着手につながり、そこで新たに判明した事項を処理
分析して状況判断につなげるという、いわゆるＩＤＡサイ

クル全体の高速化につながります。
22



付紙１警戒体制等に応ずる災害対策室等の内部配置（基準）

情報収集体制

危機管理監

情
報

クロノロジー
(ホワイトボード）

第1警戒体制

第２警戒体制

収集記録

情
報
Ａ

情報Ｂ

危機管理監

収集記録

クロノロジー
(ホワイトボード）

班長

福祉

避難所班

班長

福祉

情
報
Ｂ

情報Ａ 収･記A

収･記Ｂ

避難所班

町長

消
防
団

状況図
(調整卓）

運
用

教育長

副町長
クロノロジー
(ホワイトボード）

情
報
班
長

作業卓

総務課長

総務課長班長

広報
ＬＯ席

危
機
管
理
監

総務班
消防団

避難者A

情報班

情報班

避難者B 

避難者Ａ

交
通
土
木

運用班長
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災害通報記録用紙
付紙２
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付紙３
状況図等記載要領（一例）
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別紙第１０
町の防災情報収集・伝達系統図

総務省
消防庁

熊本県

【
Ｌ
ア
ラ
ー
ト
】

【
Ｅ
ｍ
ネ
ッ
ト
】

そ
の
他
メ
ー
ル

報
告
調
整

国交省
気象庁

内閣府
各省庁等

【気象情報】
【防災解説(ホットライン)】

【球磨川の状況等】

国土交通省
八代河川

国道事務所

上球磨
消防組合

多良木警察署 【防犯等情報等】

市房ダム

【ダム放水情報等】

陸自西特連
第３大隊

人吉医療
センター

連絡調整
【あさぎり町役場】

（災害対策室）

【あさぎりナビ】

連絡・通報

協力協定
団体・企業

避難所等

自主防災組織等
住民

連絡・通報

※ 職員の派遣又は避難所
運営組織の確立後

防災ラジオ

指示・報告
分団

分団 分団

【消防団連絡】
デジタル

簡易無線機

他の
都道府県
市町村

町内放送

【国民保護情報】
【緊急地震速報

大津波警報】等

連絡調整

連絡調整

凡例

： 一般電話回線

： 一般インターネット回線

： 無線・衛星

： 専用回線

： 局地無線

【
災
害
情
報

共
有
シ
ス
テ
ム
】

【火災情報等】

連絡調整



付紙
町非常通信系の構想



「防災避難マップ」で避難行動要支援者の命を守る！

「防災避難マップ」で見える化！

避難経路・避難要領要支援者の避難支援 避難目標（避難所等）

「支え合いマップ」で見える化！

買い物支援 ゴミ出し支援

声かけ・見守り

危 険 地 域

お茶のみ等、日頃のお付き合い

「支え合いマップ」で明らかになった
要支援者の命を守るために「防災避難マップ」を作成！

社会福祉協議会と役場で作成を支援します。

役場と社会福祉協議会で作成を支援します。

支え合いマップ

防災避難マップ

別紙第１１
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避難行動要支援者

災害時！

➀ 自宅で安全が確保できない人
② 自ら避難することが困難で、
避難に支援を要する人

地区防災計画（自助・共助）

家族・親族等の支援
で避難（自助）

近所・隣保班・区等
の支援で避難（共助）

個別避難計画

共助の力で作成

公助と共助が協力して作成

共助の力では
避難が困難な方

介護度が高い自宅介護の
高齢者・傷病者・障害者等

地区防災計画と個別避難計画の整合
付紙
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あさぎり町タイムライン（令和８年度：新たな防災気象情報に基づく） 別紙第１２
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印は、注意報等に係わらず、警戒体制強化のため重視する事項を表す。

収
集
す
る
情
報

気象情報

氾濫､大雨､土砂災害 注意報（レベル２） 警報（レベル３） 危険警報（レベル４） 特別警報(レベル５)

気象防災速報等

気象解説情報

球磨川
(指定河川)

キキクル表示 黄(注意） 赤（警戒） 紫（危険） 黒（発生/切迫）

観測所水位 消防団待機 氾濫注意 避難判断 氾濫危険 計画高水位

多良木 ２．０ｍ ３．５ｍ ３．６ｍ ３．７ｍ ４．４４ｍ

錦(一武) ３．５ｍ ４．３ｍ ４．４ｍ ４．５ｍ ５．６８ｍ

その他河川
水路等

キキクル表示 黄(注意） 赤（警戒） 紫（危険） 黒（発生/切迫）

市房ダム

土砂災害 キキクル表示(土砂) 黄(注意） 紫（危険） 黒（発生/切迫）

町の及び周辺の現状

発令
警戒体制等 情報収集体制 第1警戒体制 第2警戒体制 災害対策本部

避難情報 高齢者等避難 避難指示 （緊急安全確保）

各防災関係機関との連携

消防団

警察・消防

自衛隊

各
課
の
行
動

災害対策室
（※各課からの動員）

高齢福祉課・生活福祉課
健康推進課

建設課・農林振興課

自主防災組織（避難所運営委員会含む）

情報収集

洪水調節放流

警戒体制
（情報共有・職員招集）

災害対策本部の設置～運営
（被害情報の収集及び応急対策）

指定避難所等の開設～運営
（避難状況の把握・自主防災組織及び福祉避難所との連携）

清願寺ダムへの配置

事前放流等

避難場所・避難所の開設～運営

貯水能力半分情報

情報収集
水防活動

避難支援、交通統制、避難支援、人命救助

派遣調整

団長等招集

リエゾン
派遣要請 災害派遣活動

警戒体制強化
（情報共有・職員招集）

巡回警戒・水防活動 ＋避難支援活動、交通統制等危害予防 ＋人命救助活動

避難支援活動、交通統制等危害予防 ＋人命救助活動

予防的避難

冠水、顕著な河川増水

線状降水帯半日前予測

台風（暴風圏接近）

線状降水帯直前予測

異常洪水時防災操作

悪化傾向の継続

記録的短時間大雨

被害切迫の兆候

暴風圏6時間前/進路急変予測等

堤
防
決
壊

気象台の防災気象速報により

暴風圏半日前予測

緊急放流開始



災害対策本部の編成・役割

各関係機関等

本部長 町 長

副本部長 副町長

副本部長 教育長

任 務 災害対策全般の指揮・判断 等

本部室（統括調整）

室長 総務課長

補佐 危機管理監

任務

◦ 町長の意思決定の補佐
◦ 被害状況の把握
◦ 応急対策の総合調整、実行指示
◦ 災害対策本部の運営

編成 別紙第１４－２

別紙第１３－１
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対策部
（本部員）

企画政策課

課長 企画政策課長

副 企画政策課長補佐

任務
〇応急の危険度判定に関する
〇広報、報道に関する
〇災害史の撮影･収集に関する

編成 企画政策課

町民課

課長 町民課長

副 町民課長補佐

任務
〇災害廃棄物・し尿処理に関する
〇被災家屋の撤去等に関する
〇消毒、衛生管理に関する

編成 町民課

財政課・会計課

課長 財政課長

副 会計課長

任務

〇災害経費に関する
〇災害関連法規の適用に関する
〇職員の食糧確保、安否確認に
関する

編成 財政課、会計課

税務課

課長 税務課長

副 税務課長補佐

任務
〇住宅被害認定に関する
〇罹災証明書の作成･交付に関
する

編成 税務課

生活福祉課

課長 生活福祉課長

副 生活福祉課長補佐

任務

〇要支援者等の避難に関する
〇福祉避難所との連絡調整、被
害状況確認に関する

〇こども園等の被害に関する
〇被災者の生活相談に関する

編成 生活福祉課

高齢福祉課

課長 高齢福祉課長

副 高齢福祉課長補佐

任務
〇避難所の開設･運営に関する
〇住民の安否確認等に関する

編成 高齢福祉課

※１ 各課の任務は災害対応時に、担任する業務の概
要を記載（条例に基づく分掌事務は継続する前提）

※２ 避難所派遣職員は、各課持回りの1日交替とする。
（各指定避難所に２名を基準）

総務課・議会事務局

課長 議会事務局長

副 総務課長補佐

任務

〇 受援職員の受入れに関する
〇 緊急時の議会手続き等
〇 遺体収容、火葬、埋葬に関する
〇 他課の主管に属さない事項 

編成 総務Ｇｐの一部、議会事務局

健康推進課

課長 健康推進課長

副 健康推進課長補佐

任務

〇災害時医療救護所の開設等
〇医療機関等との調整に関する
〇健康管理、感染・災害関連死防
止、メンタルケアに関する

編成 健康推進課、医療救護関係機関

建設課

課長 建設課長

副 建設課長補佐

任務

〇被害に伴う道路の規制や確
保等に関する

〇土砂崩落現場の把握、安全
確保、応急対策に関する

〇仮設住宅等の建設に関する 
〇防災協力会との協力に関する 

編成 建設課

商工観光課

課長 商工観光課長

副 商工観光課長補佐

任務
〇 観光者、外国人の救護・避難
に関する

〇 燃料の調達・輸送に関する

編成 商工観光課

教育課

課長 教育課長

副 教育課長補佐

任務

〇 児童等の安全・保護に関する
〇学校等施設の使用に関する
〇 文化財の被害及び保全対策

に関する

編成 教育課

上下水道課

課長 上下水道課長

副 上下水道課長補佐

任務

〇飲料水及び生活用水の確保
に関する

〇上下水道施設の被害把握、
応急対策に関する

〇飲料水の配給に関する
〇防災協力会との協力に関する

編成 上下水道課

社会福祉協議会

長 事務局長

任務
〇 ボランティアセンターの開設運
営に関する

編成 社会福祉協議会

農林振興課・農業委員会

課長 農林振興課長

副 農業委員会事務局長

任務
〇備蓄物品の配分等に関する
〇生活物資の補給要請、避難
所への配分に関する

編成 農林振興課、農業委員会



災害対策本部室（統括調整）の編成・任務

室長補佐 危機管理監

○ 被害情報等の処理・分析
○ 応急対策の構想確立
○ 県及び関係機関との調整・連絡等
○ 応急対策状況（効果）の把握

本部長 町 長

副本部長 副町長 副本部長 教育長

○ 災害対応の総括・指揮
○ 住民の安全確保に関する決定
○ 資源の投入判断

○ 情報発信の統括
○ 復旧・復興方針の決定

別紙第１３－２

総務班

班 長 総務課

総務係 議会事務局

庶務･広報係 総務課

〇 本部会議の運営事務
〇 応急対策関連を除く各対策課

との連絡調整
〇 応援職員の受付・管理
〇 情報発信・報道対応

情報班

班 長 総務課

情報係A 総務課

情報係B 財政課

通信・記録係A 企画政策課

通信・記録係B 税務課

〇 情報収集
〇 被害情報等の処理・分析
〇 災害対策本部内、県･支援機

関等への被害情報・応急対応状
況等の報告・提供

〇 クロノロジー記録

避難者対策班

班 長 高齢福祉課

避難者対策係
健康推進課

健康推進課

福祉施設対策係 生活福祉課

救援物資調達係 農業委員会
農林振興課物資配分係

避難所派遣 各課

〇 避難者支援
〇 避難所環境の整備
〇 支援物資の調達及び配分

本部室（統括調整）

室長 総務課長

〇 本部長の意思決定の補佐
〇 被害状況の把握
〇 応急対策の総合調整、実行指示
〇 災害対策本部の運営

対策部
（別紙第１４－１）

応急対策班

班 長 総務課

運用係 企画政策課

消防団運用係 消防団

交通土木対策係 建設課

学校等対策係 教育課

水道対策係 上下水道課

インフラ対策係 商工観光課

各機関連絡調整 各支援機関LO

〇 応急対応構想の案出
〇 各課・支援機関等の運用
〇 応急対応の実行指示



災害対策本部のレイアウト（災害対策室＋議場）
別紙第１３－３
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地図
関係支援機関ブース

関係支援機関
休憩所

（各対策課長）

（各関係支援機関）

トイレ
（女）・（男）

本部長
副本部長
控え室

（統括調整課長）

（副本部長）

（本部長）

（副本部長）

医療救護活動
調整所

災害対策本部会議室

災害対策本部室（統括調整）

本部室長

副本部長

運用班 情報班

総務班

県振興局

警察

消防団

消防署

自衛隊保健所

気象庁国道河川
事務所

避難者
対策班

PC

PC

PC

PC

業務県
S
y
s

県Sys

PC

気象台

ｷｷｸﾙ
河川防災

PC
PC

B-Plo

PC

PC

Lg-wan

ﾏｲｸ

本部長

副本部長



仮眠室

マ
ス
コ
ミ

待
機
室

会
見
室

第二庁舎１階の全般レイアウト
別紙第１３－４
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警戒体制と移行基準（気象災害等）
別紙第１４

35

警戒体制

各警戒体制への移行の基準（○）、避難情報等発令の基準（☆）

土砂災害
河川の氾濫 暴 風

（台風等）球磨川 中小河川（県管理河川）

情報収集体制

〇災害・氾濫・大雨に関して、早期注意情報で警報級の可能性『高』、あるいは時系列情報で
警報以上が予測され、注意報が発令された場合

○ 町へ被害を与える可能性は小
さいものの、急な進路変更の可
能性があり監視が必要と判断さ
れる場合

【消防団巡回警戒】（別命）

○土砂災害キキクル ｢注意｣
（黄）

【消防団巡回警戒】（別命）

○消防団待機水位
（※一武：3.5m､多良木2m）
〇氾濫キキクル「注意」（黄）
【消防団巡回警戒】（別命）

○洪水キキクル ｢注意｣（黄）

【消防団巡回警戒】（別命）

第１警戒体制

〇薄暮や早朝により避難行動の困難が予測され、町が『予防的避難』を呼び掛けた場合
〇土砂災害・氾濫・大雨に関して、警報が発令された場合
〇町へ影響する可能性がある線状降水帯半日前予測が発表された場合

〇 左記同様の予防的避難を呼び
掛けた場合

○気象台から土砂災害警報に
準ずる情報を入手した場合
○土砂災害キキクル ｢警戒｣（赤）
○１日累積雨量が200ミリ以上
○今後1日予想雨量が２００ミリ

以上

【消防団巡回警戒】危険箇所
☆【高齢者等避難】
「危険な場所から高齢者等は

避難」

○氾濫注意水位
（※ 一武：４．３ｍ､多良木：３．５ｍ）

〇氾濫キキクル｢警戒｣（赤）

【消防団巡回警戒】危険箇所
☆【高齢者等避難】
「危険な場所から高齢者等

は避難」

〇洪水キキクル｢警戒｣（赤）

【消防団巡回警戒】危険箇所
☆【高齢者等避難】
「危険な場所から高齢者等

は避難」

○ 町が、半日以内に台風時の勢
力圏に入り被害を及ぼすと予測
される場合

【消防団巡回警戒】危険箇所
☆【高齢者等避難】
「危険な場所から高齢者等は
避難」

第２警戒体制

〇町へ影響する可能性がある線状降水帯直前予測が発表された場合
〇土砂災害・氾濫・大雨に関して危険警報が発令された場合

〇土砂災害キキクル ｢危険｣（紫）

☆【避難指示】
「危険な場所から全員避難」

○避難判断水位
（※ 一武：4.4ｍ､多良木：3.6ｍ）
〇氾濫キキクル「危険｝」（紫）

☆【避難指示】
「危険な場所から全員避難」

○ 洪水キキクル ｢危険｣（紫）

☆【避難指示】
「危険な場所から全員避難」

○ 町が６時間以内に暴風圏等に
入り、被害を及ぼす可能性が大
きくなると予測される場合

☆【避難指示】
「危険な場所から全員避難」

災害対策本部

○災害が発生又はそのおそれがある場合。または、兆候なく突発的に発生した大規模災害へ対応が必要な場合（竜巻等）
☆【避難指示】「危険な場所から全員避難」
☆状況により【緊急安全確保】 ｢命を守る行動｣を呼び掛け



体 制 各警戒体制への移行の基準（○）及び避難指示等の発令の基準（☆）

情報収集体制

○ 町域において震度4が観測された場合
○ 南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合
○ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が発表された場合

☆【消防団巡回警戒】危険個所等の点検確認

第２警戒体制

○ 町域において震度５弱以上の地震が観測された場合
○ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表
(☆【高齢者等避難】「避難行動要支援者等は危険な場所（未耐震家屋等）から早期に避難」)

災害対策本部設置

○ 町域において震度６弱以上が観測又は尋常ではない激しい揺れを感じた場合

☆【避難指示】「全員避難」
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警戒体制への移行基準（地震）
別紙第１５

震度４以上！ 下表の体制要員は自主的に登庁



情報収集体制の編成・役割

配置目的
防災気象情報等や南海トラフ地震臨時情報、その他災害に際し、第1警戒体制への移行及び高齢者等避難の発

令、状況により避難指示の発令又は更なる体制強化を実施するため。

配
置
基
準

台風
豪雨

別紙第１４「警戒体制と移行基準及び避難指示等の発令基準（台風・豪雨）」による。

地震 別紙第１５「警戒体制への移行基準（地震）」による。

配置場所 災害対策室（第二庁舎２階）

配置基準
3名（危機管理監、総務課（行政）１名、総務課・企画政策・財政課のいずれかから1名）
※早期注意情報・時系列情報の切迫度に応じて、3名の配置を柔軟に変更する場合あり

役割

◆ 危機管理監
① 発生事態の全般把握
② 避難情報等の発令、警戒体制等への移行に関する状況判断及び上申
③ 警戒待機要員への情報提供、招集連絡（logoチャット）
④ 緊急時における県等への連絡・通報

◆ 情報係【総務課（行政）】
① 下表を基準とする機関・ツールからの情報収集
② 県防災情報共有システムの入力、クロノロジー、状況図との整合・管理
③ 危機管理監不在時の代行業務

◆ 記録連絡係【総務課・企画政策・財政課のいずれかから1名】
① クロノロジーの記録・管理
② 住民（役場職員、自主防含む。）からの情報収集、消防団からの通報連絡対応
③ 避難情報等の住民への告知連絡

別紙第１６
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地震
台風・豪雨
その他災害

共通

○ テレビ【ＮＨＫデータ放送等】
○ 各種報道機関【インターネット】
○ 県及び近隣自治体の状況【熊本県防災情報システム】
○ 熊本気象台予報官からの情報収集【気象台ホットライン】

台風・豪雨

気象情報 ○ 気象庁ＨＰ（キキクル（土砂・浸水、洪水）アメダス、雨雲レーダ）

河川等状況
被害情報

○ 国土交通省ＨＰ『川の防災情報』（町内河川水位、市房ダムの状況）
○ 八代河川国道事務所 ｌｇWANメール（球磨川タイムラインの状況）



第１警戒体制の編成・任務

危機管理監

① 「情報収集体制」時の任務の継続
② 関係支援機関等の派遣等に関する調整

情報係Ａ 情報係Ｂ 収集記録係 消防団運用 避難所班（４名）

① 状況図の記録・管理
② 県防災情報共有シ
ステムの入力、クロノロ
ジー、状況図との整合・
管理

② 危機管理監不在時
の代行業務

① 各種ツールによる情
報収集及びクロノロ
ジーへの記録

② 県防災情報共有シ
ステムへの記録・管理

① 警察・消防、住民等
からの通報受及びクロ
ノロジーへの記録

② 災害対策室における
情報共有

③住民への周知、広報
（防災ラジオ、告知放送、 
あさぎりナビ）

① 巡回警戒消防団との
連絡、クロノロジーへの
記録

② 避難者支援等、消防
団の運用調整

〇 班長
・ 自主防組織との連絡
・ 避難者の把握

〇 福祉避難所係
・ 協定事業所との要配
慮者入所に係る協議

〇 避難者調整係(2名)
・ 要配慮者等の避難
先調整・相談対応 

・ 状況により一時福祉
避難所の設置等

氏名：
（総務課（行政））

氏名：
（総務・企画政策・財政
課の内から1名）

氏名：
（企画政策・財政課・
税務課の内から1名）

消防団計画
高齢福祉課（班長）、生
活福祉課、健康推進課
（２名）

避難所派遣員
（２～３名/1施設)

役場との窓口業務

別紙第１７

38

配置目的
① 災害に際し、避難行動要支援者等を早期避難を円滑に実施するため。
② 危険度の高まりに応じて体制強化及び避難指示の発令を実施するため。

配置
基準

台
風

豪
雨

別紙第１４「警戒体制と移行基準及び避難指示等の発令基準（台風・豪雨）」による。

地震 別紙第１５「警戒体制への移行基準（地震）」による。

配置場所 災害対策室（第二庁舎２階）

配置基準
危機管理監、総務課（１名）、総務課・企画政策課・財政課（うち1名）、企画政策課・財政課・税務課（うち1名）
避難所班：高齢福祉課（1名）、生活福祉課（1名）、健康推進課（２名）、各課（避難所派遣、2～15名）



第２警戒体制の編成・任務
別紙第１８－１
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配置目的
① 状況を把握して危険地域に居住する住民の避難を円滑に実施し、被害を防止するため。
② 災害対策本部の設置を円滑に実施するため。

配置
基準

台風豪雨 別紙第１４「警戒体制と移行基準及び避難指示等の発令基準（台風・豪雨）」による。

地震 別紙第１５｢警戒体制への移行基準（地震）」による。

配置場所 災害対策室（第二庁舎２階）

配置基準

町長、副町長、教育長、総務課長、危機管理監
総務班：総務課（１名）、議会事務局（1名）
情報班：総務課（２名）、企画政策課（１名）、財政課（1名）、税務課（1名）
運用班：総務課（1名）、企画政策課（1名）、消防団（1名）、建設課（1名）、教育課（1名）、商工観光課（1名）
避難所班：高齢福祉課（1名）、生活福祉課（1名）、健康推進課（２名）、各課（２～１５名）

災
害
警
戒
本
部

町長
（副町長、
教育長、）

◦ 対応方針の決定
◦ 住民の安全確保に関する決定
◦ 資源の投入に関する決定

◦ 報道、広報等への発信統括

総務課長 ◦ 町長等の意思決定の補佐 ◦ 災害対応に係る業務の全般統制

危機管理監
◦ 総務課長の補佐
◦ 被害と応急対応の状況把握、処理・分析

◦ 応急対応構想の確立
◦ 県及び関係機関との調整・連絡等

総務班

〇 班長（総務課（総務））
◦ 災害対応以外の町内外との連絡調整
◦ 第2警戒体制勤務員の管理

〇 総務係（議会事務局）
◦ 災害対策本部設置に伴う職員の呼集連絡
◦ 住民への周知、広報（防災ラジオ、告知放送、 あさぎりナビ）
◦ 災害対策本部設置に伴う職員の呼集連絡

情報班

〇 班長（総務課（行政））
◦ 情報班内の統制、任務調整
◦ 被害情報の把握、状況図への記録・管理
◦ 危機管理監、運用班長との状況認識・対応構想の協議
◦ 被害状況等の状況図への記録・管理
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災
害
警
戒
本
部

情報班

〇 情報係Ａ（総務課（総務））
◦ クロノロジーの記録・管理
◦ 状況図との整合確認

〇 情報係Ｂ（財政課）
◦ 県情報共有システムの入力操作及び情報収集
◦ 状況図及びクロノロジーとの整合確認

〇 収集記録係A（企画政策課）
◦ 警察・消防、住民等からの情報収集及び記録
◦ 災害対策室における情報共有、状況によりマイク放送
◦ 情報通信環境の保守

〇 収集記録係B（税務課）
◦ メディア、インターネット等からの情報収集及び記録
◦ 記録連絡係Aの補佐

運用班

〇 班長（総務課(行政））
◦ 運用班内の統制、任務調整
◦ 危機管理監、情報班長との状況認識・対応構想の協議
◦ 対応構想に基づく各係、ＬＯとの運用調整、運用状況の状況図への記録管理
◦ 関係機関の活動状況及び運用単位数の管理

〇 運用係（企画政策課）
◦ 消防団、警察・広域消防等、支援機関の活動状況及び活動単位の把握

〇 消防団運用係（消防団）

◦ 消防団の指揮連絡、活動状況の把握
〇 交通土木対策係（建設課）
◦ 道路及び橋梁等被害への交通規制、応急復旧に係る連絡等

〇 学校等対策係（教育課）
◦ 学校等の休校状況の確認・助言
◦ 学校施設の避難所・活動拠点への応急使用に係る調整

〇 インフラ対策係（商工観光課）
◦ 生活インフラの応急対策に関する防災協力会等との連絡等

〇 （支援機関ＬＯ）
◦ 応急対策に派遣できる単位数の把握
◦ 応急対策実行に関する危機管理監等との協議・調整

別紙第１８－２
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避難所班

○ 班長（高齢福祉課）
◦ 避難所班業務の任務調整
◦ 避難者数の把握
◦ 自主防災組織及び避難所との窓口業務

○ 福祉避難所係（生活福祉課）
◦ 避難者協定福祉避難所との開設に係る調整
◦ こども園等の休校状況の確認・助言等

○ 避難者対策係Ａ（健康推進課）

◦ 要配慮者等の避難先調整・相談対応
◦ 医療救護活動に関する医療機関との調整に係る事項

○ 避難者対策係Ｂ（健康推進課）
一時福祉避難所の運営

○ 指定避難所派遣組（2～3名/1施設）
（各課の課長・課長補佐、建設課・上下水道課・農林振興課・健康推進課を除く全職員）
◦ 避難入所者の把握
◦ ニーズの把握・連絡
◦ 物資の支援要請等に関する事項（新物資システムの操作含む。）

別紙第１８－３
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災害時における死者・行方不明者等の公表に関する手続き

１ 安否不明者・行方不明者の氏名公表に関する手続き ２ 死亡者の氏名公表に関する手続き

別紙第１９
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消防団の配置と装備

装備名 配置場所 数量

投光器

消防団本部
消防倉庫

５

発電機 ５

救命ボート
（ＦＲＰ製）

１

救命ボート(ゴム製）
船外機付き

３

救命胴衣 ３２

浮き輪 ７

フローティング
ロープ

７

消防用動噴 １

救助機材搭載型
積載車

消防団本部
車庫

１

小型ポンプ積載車 各詰所格納庫 ４３

タイガーダム

① 岡原やったろ館 ５

② ４－２詰所 ３

③ ５－２詰所 ２

①

①

②

③

凡例
 ：地区

13－2 :（分団）‐(部)
 ：消防団本部（役場）
 ：タイガーダム配置場所

深田

別紙第２０



林野火災発生時の現地対策本部予定位置

◎

◎

◎

◎

須恵文化ホール（須恵支所）

せきれい館（深田支所）

ふれあい福祉センター（岡原支所）

ヘルシーランド薬師温泉（上支所）

別紙第２１
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林野火災発生時の取水点・ヘリポート（燃料補給可）・道路規制位置

取水点：市房ダム

別紙第２２

３km

３３

４８

４３

４３

２１９

２１９

２１９

３８８

３３

４８

260

４４５

４４５

260

４８

火点が県道48号線～フルーティロード
を越える場合は道路規制が必要

H

消防本部（町役場）

凡例

  ： 延焼阻止線

： 道路規制（予定）位置

  ： ヘリポートH

公立病院前駅

東免田駅

おかどめ
幸福駅

多良木駅

木上駅

一武駅
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H

南部での発生時
 免田総合体育センターグラウンド

北部での発生時
 岡原総合運動公園
（森園カントリークラブ）
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